
 

 

改 正 後 改 正 前 

第１ 趣旨 

この要綱は、「大阪版地方分権推進制度に関する考え方」（平成８年１２月大阪府・市町村分

権協議会報告）、「大阪発”地方分権改革”の推進に向けて」（平成２１年３月大阪府・市町村

分権協議会とりまとめ）及び「市町村への権限移譲の推進に向けて」（平成２６年３月大阪府・

市町村分権協議会とりまとめ）に基づき、大阪版地方分権推進制度に係る手続、府から市町村

への事務移譲に伴う財源措置等について必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 府から市町村への事務移譲 

府は、地方自治法第（昭和２２年法律第６７号）２５２条の１７の２第１項又は地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第５５条第１項の規定により市

町村に事務移譲を行う場合は、次の１から３までのいずれかの手続により行うものとし、４か

ら７までの措置を講ずるものとする。 

１ 市町村からの申出による手続 

(1) 市町村長は、事務移譲を希望する場合は、事務移譲申出書（様式第１号）により、知

事に対して申し出るものとする。 

 

 

 

 

 

 

(2) (1)の規定による申出は、事務移譲を希望する年度の前年度の知事が定める期間に行う

ものとする。 

(3)  知事は、(1)の規定による申出があった事務が大阪府教育委員会の権限に属する事務で

ある場合は、大阪府教育委員会の教育長（以下「府教育長」という。）に通知するものと

する。 

(4) 知事又は府教育長は、市町村長から申出のあった知事又は大阪府教育委員会の権限に

属する事務について、事務移譲の内容、時期、財政措置、人的支援等の検討を行うものと

する。 

(5) 府教育長は、(4)の検討を行った結果を知事に報告するものとする。 

 (6) 知事は、(1)の規定により市町村長から事務移譲の申出のあった事務について、市町村

長に対し、移譲の可否を事務移譲申出回答書（様式第２号）により回答するものとする。

この場合において、移譲しないこととするときは、その理由を明らかにするものとする。 

 

 

２ 市町村との協議による手続 

(1) 知事は、移譲しようとする事務が次に掲げる場合においては、事務移譲の対象となる

市町村長に対して協議を行い、その同意を得て、当該事務を移譲することができる。 

ア 法令の制定又は改正により、府の事務について、市町村の事務と一体的に、又は一連

のものとして行うことが必要となる場合 

 

第１ 趣旨 

この要綱は、「大阪版地方分権推進制度に関する考え方」（平成８年１２月大阪府・市町村分権

協議会報告）及び「大阪発”地方分権改革”の推進に向けて」（平成２１年３月大阪府・市町村

分権協議会とりまとめ）に基づき、大阪版地方分権推進制度の実施について、手続、事務移譲に

伴う財源措置その他の必要な事項を定めるものとする。 

 

 

第２ 府から市町村への事務移譲 

府は、地方自治法第２５２条の１７の２第１項又は地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第５５条第１項の規定に基づき、市町村に事務移譲を行う場合は、次の１又は２の手続により行

うものとする。 

１ 市町村からの申出による手続 

(1) 市町村長は、分権の推進に関する取組方針、府からの移譲を希望する具体の事務移譲項

目、移譲事務を活用して充実を図ろうとする住民サービスの内容と期待する効果、必要とす

る財源措置の概算及び人的支援の内容等を記載した別記様式第１により、知事に対して申し

出るものとする。 

なお、原則として、申出の受付期間は、移譲を希望する当該年度の前年度のうち、知事が

定める期間とする。 

 

 

 

(2)  知事は、市町村長から(1)に係る事務の申出のあった事務について、移譲事務の内容、時

期、財源措置、人的支援等の検討を行い、当該市町村長に対して協議を行い、移譲の可否を

回答する。ただし、(1)に係る事務の申出のあった事務が、府教育委員会の権限に属する事

務である場合は、当該検討は府教育長が行う。 

なお、知事は、移譲しない旨の回答をするときは、申し出た市町村長に対し、同時に、

その理由を示すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市町村との協議による手続 

(1) 知事は、移譲しようとする事務が次のアからウまでのいずれかに該当する場合において

は、事務移譲の対象となる市町村長に対して協議を行い、その同意を得て、当該事務を移譲

することができる。 

ア 法令の制定又は改正により、府の事務について、市町村の事務と一体的に、又は一連の

ものとして行うことが必要となる場合 

大阪版地方分権推進制度実施要綱（新旧対照表） 
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イ 法令の制定又は改正により、既に移譲されている事務について、その種類や範囲に変

更（軽微な変更を除く。）が生じる場合。 

ウ 知事が別に定める事務について、市町村長が策定した「今後の権限移譲の基本的な考

え方」（平成２６年５月２９日市第１６４６号）に定める権限移譲実施計画（案）（様式

第３号）（以下「移譲計画」という。）に基づいて事務移譲を行う場合 

エ その他市町村長からの申出による事務手続により難い場合 

 

(2) 知事は、事務移譲についての協議に当たり、市町村長に対し、当該事務の内容、協議

による事務移譲を行うこととした理由、時期、財源措置等を事務移譲協議書（様式第４

号）により提示するものとする。 

(3) 市町村長は、知事から事務移譲についての協議があった事務について、知事に対し、

その同意の有無を事務移譲協議回答書（様式第５号）により回答するものとする。この

場合において、市町村長が同意しないこととしたときは、知事は、その理由を明らかに

するよう求めることができる。 

(4) 市町村長は、移譲計画の策定後に移譲を受けることとした事務、移譲予定時期等につ

いて変更する場合は、事前に、その理由を示して知事と協議を行うものとする。 

３ 市町村からの要請による手続 

市町村長が、地方自治法第２５２条の１７の２第３項又は地方教育行政の組織及び運営に

関する法律第５５条第６項の規定により府からの事務移譲を要請する場合には、１の規定を

準用する。 

 

４ 府から市町村への事務移譲に伴う財源措置 

知事又は府教育長は、移譲事務を処理する市町村の事務執行に必要な経費として、次に掲

げる交付金を予算の定めるところにより市町村に交付するものとする。 

 

(1) 経常的経費に係る交付金 

移譲事務の執行に必要な経常的経費として、次のアにより算定される人件費及びイに

より算定される事務費に対して交付する交付金 

ア 人件費＝ａ×ｂ＋ａ×ｃ 

ａ：当該市町村の普通会計一般職員の１人１時間当たり人件費 

交付の前年度決算における普通会計一般職員に係る次に掲げる項目の額の合

計額を同４月１日現在の当該職員数で除した額を、平均的な年間所定勤務時間数

(１，９００)で除した額 

給料 

職員手当（扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、管理職手当、期末手当、

勤勉手当及び退職手当） 

共済等負担金 

ｂ：当該市町村の当該事務に見込まれる年間所要時間 

事務処理の類型ごとに、処理１件当たりの所要時間に、当該市町村における交

付年度中の処理件数を乗じた時間数の合計 

ただし、全ての市町村又は一定の範囲の市町村において、一律に当該事務を行うことが

必要となる場合に限る。 

イ 法令の制定又は改正により、すでに移譲されている事務について、その種類や範囲に変

更が生じる場合 

ウ その他市町村からの申出による事務移譲によりがたい場合 

 

 

 

 

(2) 知事は、移譲についての協議にあたり、市町村長に対し、当該事務の内容、協議による

移譲を行うこととした理由、時期、財源措置等を別記様式第２により提示する。 

 

(3) 市町村長は、知事から移譲についての協議があった事務について、知事に対し、その同

意の有無を別記様式第３により回答する。 

この場合において、市町村長が、同意しない旨の回答をしたときは、知事は、その理由

を示すよう求めるものとする。 

  

 

３ 市町村からの要請による手続 

市町村長が、地方自治法第２５２条の１７の２第３項又は地方教育行政の組織及び運営に関

する法律第５５条第６項の規定に基づき、府からの事務移譲を要請する場合には、１の手続に

準ずる。 

 

４ 事務移譲に伴う財源措置 

知事又は府教育長は、１から３による移譲事務を処理する市町村の事務執行に必要な経費と

して、次の(1)及び(2)の交付金を予算の定めるところにより市町村に交付する。 

 

(1) 経常的経費に係る交付金 

移譲事務の執行に必要な経常的経費として、次のアにより算定される人件費及びイによ

り算定される事務費に対して交付する交付金 

ア 人件費＝ａ×ｂ＋ａ×ｃ 

ａ：当該市町村の普通会計一般職員の１人１時間当たり人件費 

交付の前年度決算における普通会計一般職員に係る次に掲げる項目の額の合計

額を同４月１日現在の当該職員数で除した額を、平均的な年間所定勤務時間数(１，

９００)で除した額 

給料 

職員手当（扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、管理職手当、期末手当、

勤勉手当及び退職手当） 

共済等負担金 

ｂ：当該市町村の当該事務に見込まれる年間所要時間 

事務処理の類型ごとに、処理１件当たりの所要時間に、当該市町村における交付

年度中の処理件数を乗じた時間数の合計 
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ｃ：移譲事務の執行に伴う固定経費の時間数として、６時間 

イ 事務費＝ｄ×ｅ 

ｄ：当該市町村において要することが見込まれる、当該事務ごとに定めた事務処理１

件当たりの合計額 

ｅ：当該市町村における交付年度中の処理件数 

(2) 初期的経費に係る交付金 

移譲に伴う準備等に必要な初期的経費が生じるときに、当該事務ごとに定めた経費に

対して交付する交付金 

 (3) その他 

ア (1)アｂに規定する事務処理の類型ごとの処理１件当たりの所要時間については、関

係市町村と協議の上、知事が定める。 

イ 経常的経費に係る交付金の額の算出の基礎となる(1)イ及び初期的経費に係る交付金

の額については、関係市町村と協議の上、知事が定める。 

ウ 市町村長又は市町村教育長は、経常的経費に係る交付金（初期的経費に係る交付金が

ある場合は、当該交付金を含む。以下同じ。）の申請を権限移譲事務交付金申請書（様

式第６号）により知事又は府教育長に行うものとする。 

エ 市町村長又は市町村教育長は、交付年度の翌年度の４月２０日までに、当該交付年度

における移譲事務に係る実績を権限移譲事務実績報告書（様式第７号）により知事又は

府教育長に報告するものとする。 

オ 知事又は府教育長は、エに規定する実績の報告があったときは、内容を審査の上、交

付すべき経常的経費に係る交付金の額を決定し、交付年度の翌年度の５月３１日までに

市町村長又は市町村教育長に交付するものとする。なお、交付する額に千円未満の端数

が生じるときは、その端数金額を千円として計算するものとする。 

カ (1)及び(2)の規定にかかわらず、手数料収入のある事務については、事務の執行に必

要な費用の状況に応じて、府と関係市町村の協議の上、別に定める。 

キ その他考慮すべき事項については、府と関係市町村の事務ごとの協議の上、別に定め

る。 

 

５ 府から市町村への事務移譲に伴う人的支援 

この制度による移譲事務の円滑な執行に資するため、府は、市町村長からの要請に応じ、

市町村への職員派遣、市町村職員研修生の受入れ、市町村職員と府職員の人事交流又は市町

村への府職員の巡回による支援等、必要な人的支援を行うものとする。 

 

６ 市町村間の広域的な連携の推進 

市町村の人口規模及び組織体制により市町村が単独での事務移譲が困難な場合には、府

は、当該事務の内容や地域の実情に応じた広域連携手法を検討し、市町村間における広域連

携に向けた取組に関する支援を行うものとする。 

 

７ 情報の提供 

府は、市町村における事務移譲の検討に資するよう、市町村の求めに応じ、当該移譲を希

望する事務の概要、処理状況、所要経費、既に事務移譲を受けた市町村の組織体制又は事務

処理状況等を適宜提示するものとする。 

ｃ：移譲事務の執行に伴う固定経費の時間数として、６時間 

イ 事務費＝ｄ×ｅ 

ｄ：当該市町村において要することが見込まれる、当該事務ごとに定めた事務処理１件

当たりの合計額 

ｅ：当該市町村における交付年度中の処理件数 

(2) 初期的経費に係る交付金 

移譲に伴う準備等に必要な初期的経費が生じるときに、当該事務ごとに定めた経費に対

して交付する交付金 

 (3) その他 

ア (1)アｂに規定する事務処理の類型ごとの処理１件当たりの所要時間については、関係

市町村と協議の上、知事が定める。 

イ 経常的経費に係る交付金の額の算出の基礎となる(1)イ及び初期的経費に係る交付金の

額については、関係市町村と協議の上、知事が定める。 

ウ 市町村長又は市町村教育長は、経常的経費に係る交付金（初期的経費に係る交付金があ

る場合は、当該交付金を含む。以下、同じ。）の申請を別記様式第４により知事又は府教

育長に行うものとする。 

エ 市町村長又は市町村教育長は、交付年度の翌年度の４月２０日までに、当該交付年度に

おける移譲事務に係る実績を別記様式第５により知事又は府教育長に報告するものとす

る。 

オ 知事又は府教育長は、実績の報告があったときは、内容を審査の上、交付すべき経常的

経費に係る交付金の額を決定し、５月３１日までに市町村長又は市町村教育長に交付す

る。なお、交付する額に千円未満の端数が生じるときは、その端数金額を千円として計

算する。 

カ (1)及び(2)にかかわらず、手数料収入のある事務については、事務の執行に必要な費用

の状況に応じて、府と関係市町村の協議の上、別に定める。 

キ その他考慮すべき事項については、府と関係市町村の事務ごとの協議の上、別に定める。 

 

 

５ 府から市町村への事務移譲に伴う人的支援 

この制度による移譲事務の円滑な執行に資するため、府は、市町村の要請に応じ、市町村へ

の職員派遣、市町村職員研修生の受入れ、市町村職員と府職員の人事交流又は市町村への府職

員の巡回による支援等、必要な人的支援を行う。 

 

６ 市町村間の広域的な連携の推進 

市町村の人口規模及び組織体制により、市町村が単独での事務移譲が困難な場合には、府は

当該事務の内容や地域の実情に応じた広域連携手法を検討し、市町村間における広域連携に向

けた取組に関する支援を行う。 

 

７ 情報の提供 

府は、市町村における検討に資するよう、市町村の求めに応じ、当該移譲を希望する事務の

概要、処理状況、所要経費、既に事務移譲を受けた市町村の組織体制又は事務処理状況など等

を適宜提示する。 
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第３ 府の市町村に対する関与の見直し 

市町村長は、この制度による関与の見直しを求めようとするときは、知事に対して、関与見

直し申出書（様式第８号）により申し出るものとする。 

 

第４ その他 

１ この要綱の施行の際、現にいずれかの市町村に移譲されている事務について、事務移譲に

関し別の定めのある場合は、第２の４及び５の規定は適用しない。 

２ この要綱に定めるもののほか、事務移譲に関し、必要な事項については、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年１１月１１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月２９日から施行し、平成１８年１１月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年６月３日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

（平成２２年度及び平成２３年度におけるパッケージ移譲交付金に関する特例） 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２２年度及び平成２３年度における指定都市に係る改正

前の大阪版地方分権推進制度実施要綱第３の１(2)、３(4)及び(5)キからスまでの規定に

ついては、なおその効力を有する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年５月３１日から施行する。 

附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

  （平成２４年度予算の経常的経費及び初期的経費に係る実績報告等に関する特例） 

   ２ 前項の規定にかかわらず、平成２４年度の経常的経費及び初期的経費に係る改正前の大

阪版地方分権推進制度実施要綱第２の４(4)エ及びオの規定については、平成２４年度予

算に係るものに限り、その効力を有する。 

     附 則 

    この要綱は、平成２６年６月３日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

第３ 府の市町村に対する関与の見直し 

市町村長は、この制度による関与の見直しを求めようとするときは、知事に対して、別記様式

第６により申し出るものとする。 

 

第４ その他 

１ この要綱の施行の際、現にいずれかの市町村に移譲されている事務について、事務移譲に関

し別の定めのある場合は、第２の４及び５の規定は適用しない。 

２ この要綱に定めるもののほか、事務移譲に関し、必要な事項については、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年１１月１１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月２９日から施行し、平成１８年１１月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年６月３日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

（平成２２年度及び平成２３年度におけるパッケージ移譲交付金に関する特例） 

２ 前項の規定にかかわらず、平成２２年度及び平成２３年度における指定都市に係る改正前

の大阪版地方分権推進制度実施要綱第３の１(2)、３(4)及び(5)キからスまでの規定につい

ては、なおその効力を有する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年５月３１日から施行する。 

附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

  （平成２４年度予算の経常的経費及び初期的経費に係る実績報告等に関する特例） 

   ２ 前項の規定にかかわらず、平成２４年度の経常的経費及び初期的経費に係る改正前の大阪

版地方分権推進制度実施要綱第２の４(4)エ及びオの規定については、平成２４年度予算に

係るものに限り、その効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 
 



 

改 正 後 改 正 前 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 



 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 



 

 


